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研究要旨 

患者調査の結果は、それ自体が貴重な統計資料として活用されるのみならず、医療

行政の立案・遂行に関連する資料作成や、白書等における分析でも利用されている。

もし患者調査の結果を利用しているこれらの統計調査を NDB で代替できれば、患

者調査が 3 年間隔で行われるために生じるやむを得ない制約を克服することが期待

できる。当研究では、患者調査の利用事例のひとつである OECD Health Data の中

で医療の質国際指標として使用されている急性心筋梗塞を例に、「心筋梗塞」という

疾病概念に対応して、患者調査および NDB データにおいて患者数がどのように表

現されるのかを明らかにし、両者を比較することで、患者調査を二次利用している

他の統計への NDB データの適用の可能性について評価を行った。その結果、患者

調査における急性心筋梗塞の推計患者数 6.6 千人、総患者数は 33 千人であったのに

対し、NDB データの集計では入院事例に限定すると 3 か月間で総数 27 千人となっ

た。調査票に基づく患者調査とレセプトデータに基づく NDB データの集計値とい

う違いがあるので評価が難しいが、OECD Health Data に使用されている各国の統

計の調査手法と患者調査の調査手法や NDB のレセプトにおける診療報酬記載のル

ールとがどの程度合致しているかを十全に評価することが難しいこともあり、NDB

データから OECD Health Data の国際指標を導き出す際には、データ抽出のアルゴ

リズム等の評価を慎重に行う必要がある。一方で、OECD Health Data の指標にお

いては日本の情報が限られていることから、限界を踏まえたうえであれば、NDB デ

ータを活用する余地があると思われた。 

A. 研究目的  本研究は、患者調査の統計表項目を、
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NDB データを集計することで代替が可

能かどうかを検証することを第一義とす

るものである。一方で、その患者調査の

結果自体が貴重な統計資料として、例え

ば以下のような目的で利用されている

1。 

 

＃医療行政に関連する利用 

・医療提供体制に関連するもの 

 医療計画見直し、医師需給等 

・公衆衛生に関連するもの 

 慢性疾患対策、精神保健医療 

  福祉、がん対策等 

・診療報酬に関連するもの 

・その他 

＃白書等における分析での利用 

・OECD (Health Data)への報告 

 傷病分類別退院患者数 

・高齢社会白書、青少年白書等 

 65 歳以上の傷病別受療率、等 

 

もし患者調査の結果を利用しているこ

れらの統計調査に対し NDB での代替が

可能であることがわかれば、患者調査を

使用していることにより発生するやむを

得ない制約、例えば 

 

＃1 患者あたり基本的に 1 傷病しか割

り当てられない患者調査の集計方

法が反映され、複数の傷病を有す

る生活習慣病などの事例では、患

者数が過小評価される 2 

＃悉皆性の高い集計結果を利用でき

ない 

＃患者調査が 3 年間隔で行われるた

め、例えば毎年実施されている統

計調査など、適用する統計調査の

頻度によっては適切な時期の結果

を用いることができない 

＃患者調査では含まれていない項目

は、カバーできない 

 

などといった課題を克服することが期待

できる。当研究では、NDB の利用によ

りこうした課題を解決できる可能性を追

求する目的で、個別の事例に着目して

NDB データによる代替が可能であるか

否かを評価するものである。 

 

B. 研究方法 

前述の患者調査の利用事例として紹介

した OECD Health Data のうち、OECD

医療の質指標プロジェクトでは、医療費

や健康状態などの基礎的な指標に加え、

医療従事者の数や医療提供体制、医療へ

のアクセスや医療の質などといった分野

における様々な具体的指標が各国の数値

とともに定期的に公表されており、報告

書（Health at a Glance）の形式で入手す

ることが可能である 3。 

そのなかで急性心筋梗塞を例にとる

と、入院後 30 日以内院内死亡率が医療

の質の指標の一例として毎年報告されて

いる。この指標において、日本の値は一

貫して OCED 諸国の平均と比べて高い

死亡率を示している 3,4,5,6,7。こうした個

別の疾患における数値については他国の

集計方法との統一が図られているわけで

はないので完全な比較は難しいが、心筋

梗塞には一般的に急性期の心筋梗塞と、



 

55 
 

慢性期すなわち陳旧性の心筋梗塞という

概念とがあり、この両者の定義や集計を

どう扱うのかによって、心筋梗塞の死亡

率に大きな影響が出てくることが予想さ

れる。本研究では、「心筋梗塞」という

疾病概念に対応して、患者調査および

NDB データにおいて患者数がどのよう

に表現されるのかを明らかにし、両者を

比較することで、患者調査を利用してい

る他の統計への NDB データの適用の可

能性について評価することとする。 

 

C. 研究結果 

■患者調査における心筋梗塞患者数 

平成 26 年患者調査のなかで、心筋梗

塞患者を「傷病小分類」の区分で集計し

ているものはいくつかあるが、ここでは

閲覧第 4 表、閲覧第 149-1 表をとりあげ

る 8。 

（閲覧第 4 表：単位は千人） 

＃推計患者数、性別×傷病小分類別 

・急性心筋梗塞 

  総数 6.6、男 4.5、女 2.1  

・参考：冠動脈硬化症 

  総数 0.7、男 0.4、女 0.3  

・参考：陳旧性心筋梗塞 

  総数 9.7、男 7.2、女 2.5 

・参考：その他の虚血性心疾患 

  総数 4.3、男 2.3、女 2.1 

（閲覧第 149-1 表：単位は千人） 

＃総患者数、性別×傷病小分類別 

・急性心筋梗塞 

  総数 33、男 25、女 9  

・参考：冠動脈硬化症 

  総数 5、男 4、女 2  

・参考：陳旧性心筋梗塞 

  総数 127、男 98、女 30 

・参考：その他の虚血性心疾患 

  総数 33、男 16、女 17 

 

なお、ここでいう「推計患者数」とは、

調査日当日に、病院、一般診療所、歯科

診療所で受療した患者の推計数、「総患

者数」とは、調査日時点において、調査

日には医療施設の受療をしていないもの

も含め、継続的に医療を受けている者を

以下の算式 

 

入院患者数＋初診外来患者数 

＋再来外来患者数×平均診療間隔

×調整係数（6/7） 

 

により推計したものである 9。 

 

■NDB データに基づく心筋梗塞患者数 

平成 26 年度 9 月、10 月、11 月診療分

の NDB レセプトデータのうち、心筋梗

塞患者は少なくとも入院加療を受けてい

るだろう、という前提に立って、対象レ

セプトを 

 

＃医科入院レセプト 

＃DPC レセプト 

 

に限定し、かつそれぞれに対し以下の

条件でデータの集計を行った。なお、患

者数の集計にあたっては、保険者番号、

被保険者証等記号・番号を用いて作られ

た ID（ID1）を使用している。 
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（医科入院レセプト） 

＃RE の入院年月日と SY（「急性心筋

梗塞」に関連するコード表にある

傷病名（後掲））の診療開始日とが

同一のものを選んだ 

（DPC レセプト） 

＃最も医療資源を投入した傷病名：

SB の「傷病名区分コード」に

「01」が入っており、その傷病名

が「急性心筋梗塞」に関連するコ

ード表にある傷病名（後掲）のも

のを選んだ 

（集計結果：単位は千人） 

＃単純集計「医科入院」＋「DPC」、

ID1 重複を除去しない場合 

・総数 56.8、男 32.6、女 24.2 

・医科入院 41.8、男 21.7、女 20.1 

・DPC15、男 10.9、女 4.1 

＃「医科入院」において修飾語の「疑

い」（フラグ）を除いた場合 

・総数 27.5、男 18、女 9.5 

・医科入院 12.5、男 7.1、女 5.4 

（・DPC15、男 10.9、女 4.1） 

＃「医科入院」と「DPC」とで ID1

の重複を除いた場合 

・総数 27、男 17.7、女 9.3 

 

NDB データから得られた集計結果は

9 月、10 月、11 月診療分データに基づ

いている。急性心筋梗塞患者の入院期間

を仮に 15 日と見積もれば、仮に各日の

入院患者数が同一であると見なせば、合

計 91 日間のデータになるので、特定の

1 日に急性心筋梗塞にて入院している患

者数の推計は、 

 

総数：27/6（≒15/91）=4.5 

男：17.7/6（≒15/91）＝3.0 

女：9.3/6（≒15/91）＝1.6 

 

となる。これは患者調査の閲覧第 4 表、

推計患者数の 

 

  総数 6.6、男 4.5、女 2.1  

 

と比較して、総じて 3/4～2/3 程度の数

値にとどまっているが、男女比において

は大きな変化は認められなかった。 

 

D. 考察 

本研究では、患者調査における「急性

心筋梗塞」の推計患者数・総患者数と、

NDB データを用いて集計した急性心筋

梗塞の患者数とについて、比較を試み

た。集計結果そのものは NDB 値が患者

調査値よりも幾分少ない結果となった

が、そもそも両者の結果を比較する前段

階で、留意しておくべき事項が幾つか認

められた。以下に、各データの問題点を

記す。 

（患者調査における問題点） 

患者調査においては、「急性心筋梗

塞」患者が、調査日に入院もしくは外来

にて加療を受けている推計患者数が総数

で 6.6 千人であるのに対し、算定式で調

整した総患者数の総数は、33 千人に増加

している。これは「調査日時点におい

て、調査日には医療施設を受療していな

いものの、その時期に外来にて継続的に

急性心筋梗塞の医療を受けている患者」
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が、33-6.6=26.4 千人存在していること

を意味している。すなわち、患者調査に

おいては死に至ることもある重篤な急性

疾患である「急性心筋梗塞」として扱わ

れている総患者数のうちの大半は、外来

のみで治療されている患者として扱われ

ていることを示していることとなる。 

（NDB における問題点） 

「医科入院」事例においては、当初集

計件数（総数 56.8 千人）の半数以上

（56.8-27.5=29.3 千人）が、「疑い」病

名として扱われていることが明らかにな

った。レセプトに記載された傷病名をそ

のまま集計すると患者調査の集計値と比

較して患者数が多く出る傾向が、がん患

者などの事例で指摘されている 10 が、レ

セプトデータを集計する際には、傷病名

の取扱いについて慎重を期する必要があ

ることが示された。 

（OECD Health Data における問題点） 

 OECD Health Data における医療の質

指標では、共通の国際指標をもとにして

各国の数値を集め、それらのデータを一

堂に示している点で意欲的な取り組みで

あり、各国の医療の動向を容易に把握で

きる報告書となっている。しかし、各国

のデータはそれぞれ各国の事情のもとで

調査されたデータであるため、国ごと

に、それぞれの指標に沿う調査もあれば

沿わない調査もあると考えられる。その

証左として、国際指標ごとに統計に含ま

れる国にばらつきがあり、掲載される

OECD 加盟国が多い指標と、少ない指標

とが存在している。あるいは、多くの加

盟国が含まれている指標であっても、例

えば心筋梗塞に限らず脳卒中や糖尿病、

さらには外科治療の合併症や精神疾患等

に至るまで、様々な指標において罹患率

や治療頻度等において各国間の格差が著

しくなっている 7。調査の実施陣容や医

療制度等が各国ごとに大きく異なること

が想定され、こうした背景がこの格差の

原因となっている可能性を否定すること

ができない。仮に NDB データを OECD 

Health Data の指標作成に適用する際に

は、他国のデータの質との相違などにつ

いても意識を及ぼしながら、慎重なバリ

デーションを欠かさず行う必要があるの

ではないか。一方、そうした限界を十分

に踏まえたうえであれば、OECD Health 

Data の各種指標において日本の情報は

限られていることから、NDB を適切に

活用することで、OECD の各種指標にお

いて日本発の情報を付加し、その質を高

めうる可能性があるのではないか。 

 

E. 結論 

患者調査が活用されている OECD 

Health Data の指標のなかから、急性心

筋梗塞を例にして、患者調査の集計値と

NDB データを用いた集計値とを比較

し、考察を加えた。NDB の集計結果と

患者調査の集計値との比較では、一定の

数値のずれが認められたものの、男女比

には大きな違いがみられなかった。但

し、OECD Health Data に使用されてい

る各国の統計の調査手法と患者調査の調

査手法や NDB のレセプトにおける診療

報酬記載のルールとがどの程度合致して

いるかを十全に評価することが難しいこ
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ともあり、NDB データから OECD 

Health Data の国際指標を導き出す際に

は、データ抽出のアルゴリズム等の評価

を慎重に行う必要がある。OECD Health 

Data の指標においては日本の情報が限

られていることから、限界を踏まえたう

えであれば、NDB データを活用する余

地があるのではないか。 
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